西ノ島町島根鼻公園場指定管理者仕様書
西ノ島町島根鼻公園の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様書による。
１．趣旨
本仕様書は、西ノ島町島根鼻公園の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。
２．施設の管理に関する基本的な考え方
施設の管理・運営をするにあたり、次に掲げる項目に沿って行うこと。　
（１）西ノ島町島根鼻公園は、住民が自然に親しみ、憩いの場として、また、地域資源を活かした滞在型観光の拠点施設として運営されること。
（２）利用者の安全確保に留意するとともに、施設の環境保全等、良好な施設の維持管理を行うことを基本とされること。
（３）適切な広報活動を行うなど、施設の利用促進を積極的に図ること。
（４）個人情報の保護を徹底すること。
（５）効率的運営を行うこと。
（６）管理運営費の削減に努めること。
３．施設の概要
（１）名称 ： 西ノ島町島根鼻公園（「以下、島根鼻公園」）
（２）所在地 ： 島根県隠岐郡西ノ島町大字浦郷825番地1
（３）敷地 ： 面積0.5ha（うち整備面積0.4ha）
（４）建物等 ： 管理棟１棟（構造：木造１階　延床面積：37.62㎡）
　　　　　　　　　　トイレ・シャワー棟（構造：木造１階　延床面積：51.84㎡）
炊事棟（構造：木造１階　延床面積：32.40㎡）
オートキャンプサイト6区画　　計　約600㎡
（５）その他 ： 駐車場、花畑
（６）施設の利用状況及び管理運営人員数
	施設利用者数
	156名（92泊）
	

	職員数
	正職員（正社員数）　　　　１名
	令和２年度は㈱日本海隠岐活魚倶楽部が運営


　　　
（７）令和２年度収支決算状況　　
	項　　　目
	決算額（千円）
	備　　　考

	収
入
	指定管理料
	1,025,000
	

	
	収入合計
	1,025,000
	

	支
　出
	人件費
	933,000
	

	
	諸経費
	92,000
	

	
	支出合計
	1,025,000
	


４．開設時間
　（１）島根鼻公園内のオートキャンプ場の開設期間は、毎年４月29日から10月31日までとする。
　　　　・宿泊キャンプの1日の利用時間は、利用する日の午前10時から翌日の午前10時までとする。
　　　　・デイキャンプの1日の利用時間は、午前10時から午後5時までとする。
５．指定期間
令和４年４月1日から令和７年３月31日までとする。
ただし、指定期間中、会計年度ごとに町と細目を定める年度協定を締結するものとする。
６．法令等の遵守
島根鼻公園の運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げるもの及び施設管理、運営上必要な法令等に基づかなければならない。なお、本契約期間中に法令等の改正があった場合には、改正された内容に基づくものとする。
（１）地方自治法（昭和22年法律第67号）
（２）西ノ島町島根鼻公園の設置及び管理に関する条例（平成22年条例第4号）
（３）西ノ島町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成17年条例第29号）及び同条例施行規則（平成17年規則第9号）
７．業務内容について
（１）施設の運営に関すること
①人員配置に関すること
ア　島根鼻公園の総括責任者を１名以上配置すること
イ　職員の雇用形態、人数及び勤務形態は施設の運営に支障がないように定めること
ウ　職員に対して、施設の運営管理に必要な研修を実施すること
②オートキャンプ場の利用に供すること
ア　オートキャンプ場利用の申込受付に関すること
イ　使用料の徴収事務に関すること
ウ　使用料減免に関する事務手続きに関すること
エ　オートキャンプ場の利用に関する指導、相談、広報業務等
・オートキャンプ場の安全で適正な利用のための指導、助言に関すること
・オートキャンプ等の指導、相談に関すること
・ホームページの運営に関すること
・各種広報活動に関すること
（２）施設及び設備の維持管理に関すること
①施設の適正な運営のため、清掃、施設・設備点検等の保守管理及び樹木保全等敷地内環境美化を行うこと
ア　各機械設備等の維持管理
・施設の電気設備、空調設備、給排水衛生設備等の管理及び日常巡視点検
イ　清掃業務
・施設内の清掃、徐草
・ごみの収集、分別、運搬及び搬出処理
（３）警備業務
①施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪及び火災等災害の発生を警戒・防止し、財産の保全を図るとともに利用者の安全を守るために、保安管理を適切に行うこと
（４）施設維持管理用消耗品（電球、トイレットペーパー、洗剤など）購入に関すること
（５）その他
①緊急時対策及び防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、従事者に指導及び訓練を行うこと
②個人情報保護について従事者に周知、徹底を図ること
③その他町長が必要と認める業務を行うこと
８．リスク分担表
責任分担の基本的な考え方は、次のとおりとする。なお、詳細は協定の締結を行う際に定めることとする。
	項　　　目
	指定管理者
	町
	備　　　考

	施設、設備、備品等の維持管理
	○
	
	

	施設等の利用の許可等
	○
	
	

	利用料金の徴収
	○
	
	

	事故・火災等による施設の損傷及び被災者に対する責任
	○
	○
	第１次責任は指定管理者が有する。

	施設の修繕
	
	○
	

	天災による修繕
	
	○
	

	施設に対する各種保険の加入
	
	○
	建物に係る火災保険

	利用者に対する各種保険の加入
	
	○
	

	包括的管理責任
	
	○
	


９．指定管理料等について
（１）指定管理料は、年額1,025,000円(消費税及び地方消費税含む)以内とします。
（２）指定管理料の支払い
会計年度（4月1日から翌年3月31日まで）ごとに支払います。なお、支払時期や方法は協定にて定めます。
（３）事業報告
指定管理者は、会計年度終了後、60日以内に年間事業報告書を提出すること。
（４）立ち入り検査について
町は必要に応じて、施設、備品、各種帳簿等の立ち入り検査を行うこととする。
１０．その他
業務を実施するにあたっては次の各項目に留意して業務を円滑に実施すること。
（１）公の施設であることを常に念頭に置いて、公平な運営を行うこととし、特定の個人、団体等に有利あるいは不利になる運営を行わないこと。
（２）指定管理者が施設の管理運営に係る各種の規定、要項等を作成する場合は町と協議すること。
（３）指定管理者はこの仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生じた場合は町と協議し決定すること。
